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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第124期

第３四半期連結
累計期間

第125期
第３四半期連結
累計期間

第124期

会計期間

自2022年
１月１日
至2022年
９月30日

自2023年
１月１日
至2023年
９月30日

自2022年
１月１日
至2022年
12月31日

売上高 （千円） 3,002,722 3,145,749 4,007,448

経常利益 （千円） 50,456 125,419 46,323

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 784,359 85,918 721,578

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 545,896 136,047 480,578

純資産額 （千円） 4,884,381 4,834,056 4,819,061

総資産額 （千円） 6,756,820 6,608,006 6,679,579

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 850.72 94.56 782.63

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 72.3 73.2 72.1

 

回次
第124期

第３四半期連結
会計期間

第125期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自2022年
７月１日
至2022年
９月30日

自2023年
７月１日
至2023年
９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） △13.56 27.53

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

 　　　　　 ておりません。

２．「潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　なお、新型コロナウイルスの感染拡大による事業への影響については、今後の推移状況を注視してまいります。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の状況

当第3四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気は緩やかに回復しています。個人消費・設備投資は持ち直

しており、輸出も持ち直しの動きがみられます。生産も持ち直しの兆しが見られます。企業収益は総じてみれば改善

しており、企業の業況判断は持ち直しています。先行きについては、雇用・取得環境が改善する下で、各種政策の効

果もあって、緩やかな回復が続くことが期待されます。ただし、世界的な金融引き締めに伴う影響や中国経済の先行

き懸念など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっています。また、物価上昇、金融資本市場

の変動等の影響に十分注意する必要があります。

このようななか、当社グループの売上については、半導体向けの研磨材の売上が伸長したことにより、売上高は

3,145,749千円(前年同期比4.8%増)となりました。

また利益面においては、前第３四半期連結累計期間に淄博理研泰山涂附磨具有限公司の持分譲渡益により増加した

法人事業税の外形標準課税額が当第３四半期連結累計期間に減少したこと、年金資産の時価評価増により退職給付費

用が減少したこと、イオンリテールからの賃貸収入が店舗開店により収益増になったことから、営業利益112,237千

円(前年同期比106.3%増)となり、経常利益については前第３四半期連結累計期間において計上した持分法による投資

損失がなくなったことから、当第３四半期連結累計期間は125,419千円(前年同期比148.6%増)となり、親会社株主に

帰属する四半期純利益については前第３四半期連結累計期間に淄博理研泰山涂附磨具有限公司の持分譲渡益の計上や

為替換算調整勘定の取崩益計上から一巡したことにより85,918千円(前年同期比89.0%減)となりました。

 

　セグメントの概況は、以下のとおりであります。

（研磨布紙等製造販売事業）

当社グループの中核事業である研磨布紙等製造販売事業の当第３四半期連結累計期間の業況は、特に木工用の研磨

布紙が得意先の在庫調整により減少、精密加工用フィルム製品の受注も減少しましたが、半導体向けの研磨材の売上

が伸長したことから売上高は2,630,264千円(前年同期比2.5%増)となりました。セグメント利益は年金資産の時価評

価増により退職給付費用が減少しましたが、前年度からの円安による輸入仕入単価及び国内仕入単価の上昇により売

上原価率の増加により粗利が減少したことから、営業利益は107,652千円(前年同期比26.1%減)となりました。

 

（ＯＡ器材部材等製造販売事業）

事務機器に組み込まれる紙送り用各種ローラー部品の受注生産をしているOA器材部材等製造販売事業の当第３四半

期連結累計期間の業況は、得意先の一部部材の調達難による生産調整が一段落し、売上高が回復したことにより

390,965千円(前年同期比18.0%増)となり、営業利益は売上増加による粗利増、製造の習熟度が改善したことにより原

価率の低減等から、88,945千円(前年同期比81.0%増)となりました。

 

（不動産賃貸事業）

イオンリテール株式会社に賃貸しております土地の賃貸収入の売上は、店舗の開店による増収で124,520千円(前年

同期比19.8%増)となり、営業利益は同様に増益で101,277千円(前年同期比22.4%増)となりました。
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 （２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ71,573千円減少し、6,608,006千円になりまし

た。これは主に、棚卸資産が65,965千円増加、有形固定資産の建設仮勘定(主として建物や機械装置)が203,546千円

増加、時価評価等の増加により投資有価証券が69,114千円増加しましたが、長期性預金から現金及び預金へ振替によ

り長期性預金が300,000千円減少、仕入債務の支払い、有形固定資産取得による支払い及び法人税等の支払いにより

現金及び預金が111,195千円減少したことによるものであります。

負債は前連結会計年度末に比べ86,569千円減少し、1,773,950千円になりました。これは主に、設備関係支払手形

および設備電子記録債務が36,879千円増加、賞与の支給見込額の当第３四半期連結会計期間の負担額を賞与引当金と

して38,800千円計上、繰延税金負債が42,883千円増加しましたが、法人税等の支払いにより未払法人税等が212,581

千円減少したことによるものであります。

純資産は前連結会計年度末に比べ14,995千円増加し、4,834,056千円になりました。これは主に、自己株式取得に

より自己株式勘定が47,895千円減少しましたが、利益剰余金が12,761千円増加、投資有価証券の時価評価の増加によ

りその他有価証券評価差額金が41,084千円増加したことによるものであります。

 

 （３）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な

変更はありません。

 

 （４）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、33,126千円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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（５）生産、受注及び販売の状況

①生産実績

　当第３四半期連結累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％）

研磨布紙製造販売事業 1,281,958 85.4

OA製品製造販売事業 333,924 119.7

合計 1,615,882 90.7

（注）上記金額は販売価格によっております。

 

②商品仕入実績

　当第３四半期連結累計期間における商品仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％）

研磨布紙製造販売事業 1,030,345 108.2

OA製品製造販売事業 39,280 98.1

合計 1,069,625 107.8

（注）上記金額は仕入価格によっております。

 

③受注実績

　当第３四半期連結累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％）

研磨布紙製造販売事業 2,652,964 105.5

OA製品製造販売事業 378,366 108.8

合計 3,031,330 105.9

（注）上記金額は販売価格によっております。

 

④販売実績

　当第３四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（千円） 前期比（％）

研磨布紙製造販売事業 2,630,264 102.5

OA製品製造販売事業 390,965 118.0

不動産賃貸事業 124,520 119.8

合計 3,145,749 104.8

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 3,000,000

計 3,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第３四半期会計期間末
現在発行数
（株）

（2023年9月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2023年11月13日）

上場金融商品取引所名又は登録認可金融商
品取引業協会名

内容

普通株式 922,128 922,128
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は

100株であり

ます。

計 922,128 922,128 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

　2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 922,128 － 500,000 － 89,675

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　　 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2023年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

    2023年９月30日現在

 

区分

 

株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 20,100 － 全て当社保有の自己株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 897,500 8,975 －

単元未満株式 普通株式 4,528 － －

発行済株式総数  922,128 － －

総株主の議決権  － 8,975 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式70株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2023年９月30日現在

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有株式

数（株）

他人名義所有株式

数（株）

所有株式数の合計

（株）

発行済株式総数

に対する所有株式

数の割合（％）

理研コランダム㈱
埼玉県鴻巣市

宮前547-1
20,100 － 20,100 2.18

計 － 20,100 － 20,100 2.18

 

２【役員の状況】

 　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年１月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について監査法人ナカチによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,371,832 1,260,637

受取手形及び売掛金 ※１,※２ 667,323 ※１,※２ 603,178

電子記録債権 218,806 ※２ 228,350

商品及び製品 524,393 496,183

仕掛品 446,083 509,670

原材料及び貯蔵品 131,286 161,874

その他 24,221 23,059

貸倒引当金 △3,400 △3,250

流動資産合計 3,380,544 3,279,703

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 2,041,612 2,114,694

減価償却累計額 △1,323,553 △1,359,783

建物及び構築物（純額） 718,060 754,910

機械装置及び運搬具 1,584,551 1,643,867

減価償却累計額 △1,334,235 △1,387,330

機械装置及び運搬具（純額） 250,317 256,537

土地 328,763 328,763

建設仮勘定 97,592 301,138

その他 486,406 530,981

減価償却累計額 △381,701 △415,847

その他（純額） 104,705 115,134

有形固定資産合計 1,499,437 1,756,481

無形固定資産 41,115 47,013

投資その他の資産   

長期性預金 1,300,000 1,000,000

投資有価証券 433,610 502,724

その他 24,873 22,085

投資その他の資産合計 1,758,483 1,524,809

固定資産合計 3,299,035 3,328,303

資産合計 6,679,579 6,608,006
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2022年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 399,367 403,353

電子記録債務 ※２ 378,700 ※２ 372,703

設備関係支払手形 14,035 30,096

設備電子記録債務 85,942 106,760

短期借入金 ※３ 200,000 ※３ 200,000

１年内返済予定の長期借入金 44,000 6,000

リース債務 19,164 22,540

未払法人税等 219,464 6,883

賞与引当金 － 38,800

資産除去債務 15,500 －

その他 214,271 230,784

流動負債合計 1,590,443 1,417,919

固定負債   

長期借入金 － 44,000

リース債務 63,844 74,162

繰延税金負債 75,445 118,328

退職給付に係る負債 56,395 40,999

長期預り金 60,752 60,752

資産除去債務 10,000 10,000

その他 3,640 7,790

固定負債合計 270,076 356,030

負債合計 1,860,519 1,773,950

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 89,675 89,675

利益剰余金 4,035,729 4,048,490

自己株式 △354 △48,249

株主資本合計 4,625,049 4,589,916

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 186,021 227,105

繰延ヘッジ損益 △2,670 1,935

為替換算調整勘定 10,660 15,100

その他の包括利益累計額合計 194,011 244,140

純資産合計 4,819,061 4,834,056

負債純資産合計 6,679,579 6,608,006
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

売上高 3,002,722 3,145,749

売上原価 2,382,051 2,526,443

売上総利益 620,671 619,306

販売費及び一般管理費 566,277 507,069

営業利益 54,394 112,237

営業外収益   

受取配当金 11,397 11,373

為替差益 34,533 3,278

その他 2,064 3,586

営業外収益合計 47,994 18,237

営業外費用   

支払利息 3,760 3,165

持分法による投資損失 38,515 －

その他 9,657 1,890

営業外費用合計 51,932 5,055

経常利益 50,456 125,419

特別利益   

為替換算調整勘定取崩益 277,718 －

関係会社出資金譲渡益 649,163 －

特別利益合計 926,881 －

特別損失   

固定資産除却損 1,401 －

工場再編費用 ※ 10,634 ※ 10,039

資産除去費用 12,138 －

子会社整理損 2,597 －

特別損失合計 26,769 10,039

税金等調整前四半期純利益 950,568 115,380

法人税、住民税及び事業税 430,800 6,629

法人税等調整額 △264,591 22,833

法人税等合計 166,209 29,462

四半期純利益 784,359 85,918

親会社株主に帰属する四半期純利益 784,359 85,918
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年９月30日)

四半期純利益 784,359 85,918

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 33,059 41,084

繰延ヘッジ損益 2,110 4,605

為替換算調整勘定 △8,891 4,441

持分法適用会社に対する持分相当額 △264,741 －

その他の包括利益合計 △238,463 50,129

四半期包括利益 545,896 136,047

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 545,896 136,047

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定会

計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27－２項に

定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用するこ

とといたしました。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１.裏書手形譲渡高

 
前連結会計年度

（2022年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

　受取手形裏書譲渡高 11,715千円 6,960千円

 

※２.四半期連結会計期間末日満期手形

　　　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理してお

ります。なお、前連結会計年度及び当四半期連結会計期間の末日が金融機関の休日であったため、次の連結

会計年度末日満期手形が、前期及び当期連結会計年度末残高にそれぞれ含まれております。

 
前連結会計年度

（2022年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

　受取手形 8,825千円 11,734千円

　電子記録債権 － 22,309

　電子記録債務 7,912 15,107

 

※３.当座貸越契約

　　　運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に基づ

く借入金末実行残高は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2022年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（2023年９月30日）

　当座貸越契約極度額 750,000千円 750,000千円

　借入金実行残高 200,000 200,000

　差引額 550,000 550,000

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※工場再編費用

　　　生産体制のリノベーションの一環として生産集約に伴う工場移転統合を実施しております。これにより一

部工場の解体に係る工場解体費用を特別損失に計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2022年１月１日
至 2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2023年１月１日
至 2023年９月30日）

減価償却費 124,587千円 129,288千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年１月１日　至　2022年９月30日）

１．配当金支払額

（決議）  株式の種類
 配当金の総額

　　（千円）

 1株当たり

配当額(円)
　 　 基準日  　効力発生日  配当の原資

2022年３月30日

定時株主総会

 普通株式

 

27,661

 

30.00

 

2021年12月31日

 

2022年３月31日

 

 利益剰余金

 

2022年８月８日

取締役会

 普通株式

 

27,659

 

30.00

 

2022年６月30日

 

2022年９月８日

 

 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2022年4月18日開催の取締役会において、持分法適用関連会社の淄博理研泰山涂附磨具有限公司の

持分譲渡契約を締結し、実行いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において利益剰余金が

729,039千円増加し、当第３四半期連結累計期間末において利益剰余金が4,098,510千円となっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年１月１日　至　2023年９月30日）

１．配当金支払額

（決議）  株式の種類
 配当金の総額

　　（千円）

 1株当たり

配当額(円)
　 　 基準日  　効力発生日  配当の原資

2023年３月30日

定時株主総会

 普通株式

 

46,098

 

50

 

2022年12月31日

 

2023年３月31日

 

 利益剰余金

 

2023年８月８日

取締役会

 普通株式

 

27,059

 

30

 

2023年６月30日

 

2023年９月８日

 

 利益剰余金

 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

（自己株式の取得）

当社は、2023年２月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式20,000株の取得を行いました。この結果、

当第３四半期連結累計期間において自己株式が47,895千円増加し、当第３四半期連結累計期間末において自己

株式が48,249千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自　2022年１月１日　至　2022年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 
研磨布紙等
製造販売事業

OA器材部材等
製造販売事業

不動産
賃貸事業

計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 2,567,319 331,447 － 2,898,767 － 2,898,767

その他の収益 － － 103,955 103,955 － 103,955

外部顧客への売上高 2,567,319 331,447 103,955 3,002,722 － 3,002,722

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 2,567,319 331,447 103,955 3,002,722 － 3,002,722

セグメント利益 145,637 49,146 82,749 277,532 △223,138 54,394

(注) １．セグメント利益の調整額△223,138千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

　　　 全社費用は、主に連結財務諸表提出会社本社の管理部門に係る費用であります。

　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 
Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自　2023年１月１日　至　2023年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

     (単位：千円)

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)２

 
研磨布紙等
製造販売事業

OA器材部材等
製造販売事業

不動産
賃貸事業

計

売上高       

顧客との契約から生じる収益 2,630,264 390,965 － 3,021,229 － 3,021,229

その他の収益   124,520 124,520 － 124,520

外部顧客への売上高 2,630,264 390,965 124,520 3,145,749 － 3,145,749

セグメント間の内部売上
高又は振替高

－ － － － － －

計 2,630,264 390,965 124,520 3,145,749 － 3,145,749

セグメント利益 107,652 88,945 101,277 297,875 △185,638 112,237

(注) １．セグメント利益の調整額△185,638千円は各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

　　　 全社費用は、主に連結財務諸表提出会社本社の管理部門に係る費用であります。

　　 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（金融商品関係）

　　　　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（有価証券関係）

　　　　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年１月１日
至　2022年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年１月１日
至　2023年９月30日）

　　１株当たり四半期純利益 850円72銭 94円56銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 784,359 85,918

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益(千円)
784,359 85,918

普通株式の期中平均株式数（株） 921,995 908,578

　(注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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２【その他】

　2023年８月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　27,059千円

（ロ）1株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 30円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　　2023年９月８日

（注）2023年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2023年11月13日

理 研 コ ラ ン ダ ム 株 式 会 社

 取 　締 　役 　 会　　　御　中

 

監 査 法 人 　ナ　カ　チ

東 京 都 千 代 田 区

 
代 表 社 員
 
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 高　村　俊　行

 業 務 執 行 社 員 公認会計士 秋　山　浩　一

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている理
研コランダム株式会社の2023年1月1日から2023年12月31日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間
（2023年7月1日から2023年9月30日まで）及び第3四半期連結累計期間（2023年1月1日から2023年9月30日
まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期
連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、理研コランダム株式会社及び連結
子会社の2023年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第3四半期連結累計期間の経営成績を
適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半
期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結
財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立
の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ
ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その
他の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重
要な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表にお
いて、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適
正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前
提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸
表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項
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が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求
められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期
連結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関
連する注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評
価する。
・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証
拠を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関
して責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー
上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するた
めの対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
 

 

 

　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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